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【背景】 

著者は全日本学生少林寺拳法連盟の運営に携わる中で基盤と

なる加盟者個人から集める収入が減少し、団体全体の資金不足を

経験した。これは、自身の卒業後も続きうる課題であると感じ、

解決策を模索した結果、大会時における協賛金に可能性があると

感じた。そこで、全日本学生少林寺拳法連盟の協賛金獲得活動を

促進させたいとの思いから本研究を開始した。 

【目的】 

本研究は全日本学生少林寺拳法連盟の協賛金獲得活動の促進に

必要な施策の提言を目的とする。 

【方法】 

I. 調査手法 

他学生団体の協賛金収入状況調査と既存及び未協賛元そして

調査団体運営者への意識調査の三つを行った。 

II. 調査対象 

学生団体（主にスポーツの学生連盟）現在の少林寺拳法学生大

会への協賛元及び未協賛元関東学生少林寺拳法連盟の委員を対

象としてそれぞれ調査を行った。 

【結果】 

表１．他団体調査 

協賛企業数 中心的な属性 提供利益の種類 収入に占める割合（概算）

陸上 4 一般企業 多い 100%

ハンドボール 15 関連企業 少ない 非公開

ウエイトリフティング

柔道 7 一般企業 少ない 10%

少林寺 17 関連企業 少ない 30%
剣道 7 関連企業 少ない 10%
弓道 27 関連企業 少ない 非公開
合唱 17 関連企業 少ない 非公開

協賛金活動の実施なし

 

表２．既存協賛元調査 

協賛の目的 目標の達成状況 学生連盟への要望

関係団体 繋がり 満足 運営発展

関係者 支援 満足 運営発展

非関係団体 就活 不満 利用

非関係者 販促 不満 利用  

表３．未協賛元調査 

見送りの要因 協賛の意思 学生連盟への要望

関係団体 他要素での支援 有り 運営の発展

関係者（経営者） 額の大きさ 有り 提供利益の選択肢

関係者（個人） 慣例の無さ 無し 団体の自立  

表４．運営者意識調査 

協賛金活動への満足度 発展の可能性のある対象 阻害要因

委員長 低い 団体 企業側の敬遠

担当者 高い 個人 枠の大きさ  
【考察】 

他学生団体の協賛金収入容共調査では、大会に関わる人が多く

なるに連れて協賛先としての魅力が向上し表のような結果が導

かれているだろう。既存協賛元の調査では、少林寺拳法の発展と

自社の発展の優先度の違いによって、未協賛元の調査では、広告

掲載の効果測定の難しさから表のような結果が導かれているの

だろう。運営者の意識調査では、団体を代表する対場とパンフレ

ット制作活動に専念する二者の意識の違いにから表のような結

果が導かれているのだろう。 

【提言】 

以上の考察を元に、本論文の目的である全日本学生少林寺拳法

連盟への提言を３つ行う。１つ目は団体内部の分析である。これ

により大きな協賛金を受け入れる確固たる基盤の構築と対応力

の養成が可能となる。２つ目は団体外部の分析である。これによ

り、協賛金獲得の継続と開拓が可能となる。３つ目は協賛金獲得

活動に特化した担当者の確立である。これにより、協賛金を獲得

する仕組み自体の構築と促進を図れる。 

そして、この提言を元に２つの具体的な施策を述べる。 １つ

目は、「広告枠の刷新」である。具体的には、協賛元の規模に合

わせた値段帯の提案と広告掲載以外の利益提供である。２つ目は

「協賛担当者の変更」である。具体的には、幹部職への業務の組

み込みである。 

【結論】 

所属している全日本学生少林寺拳法連盟が抱える財政難と協

賛金不足について、自身の学ぶスポーツビジネスの知識と照らし

合わせる中で気がついた問題点に対して調査を行った。他の学生

団体の実情を調査することで少林寺拳法の関連団体が協賛元に

占める割合が多いという問題点をより明確に浮き彫りにするこ

と出来た。未協賛元に対する阻害要因調査と、既存の協賛元が何

を目標としているかとなっているかの調査を行うことで、協賛金

活動獲得に必要な施策の策定が行えた。運営者の意識についての

調査を行うことで、協賛金の獲得を促進させる仕組みづくりを考

案することが出来た。 

また、調査の結果この課題は他の学生スポーツ団体の抱える課

題であることも調査を通じて明らかとなった。しかし、この問題

に対して多くの少林寺拳法連盟の所属委員が危機感を抱いてい

る印象は感じられず、そもそも協賛金への興味や知識の欠如が伺

えた。そこで著者は、３つの改革のポイントと２つの施策を提言

することで、全日本学生少林寺拳法連盟委員の持つ協賛金への認

識改善と、活動促進がなされることを願ってやまない。加えて全

日本学生少林寺拳法連盟の取り組みが、多くの学生スポーツ団体

（特にマイナースポーツ団体）が参考とするモデルケースとなる

日が訪れることを心より期待している。 


